
1

シティズンシップ教育と選挙
ー民主主義と討論能力ー

平成28年1月14日（木）
シティズンシップ推進 実践フォー
ラム2016

早稲田大学・公共経営大学院
教授

片木 淳

イマヌエル・カント
（Die Welt HP「Große Denker in der Philosophie」による。）

カント『啓蒙とは何か』

啓蒙とは、人間が自分の未成年状態から抜けでることであ
る、ところでこの状態は、人間がみずから招いたものであるか
ら、彼自身にその責めがある。未成年とは、他人の指導がな
ければ、自分自身の悟性を使用し得ない状態である。ところで
かかる未成年状態にとどまっているのは彼自身に責めがある、
というのは、この状態にある原因は、悟性が欠けているためで
はなくて、むしろ他人の指導がなくても自分自身の悟性を敢え
て使用しようとする決意と勇気とを欠くところにあるからである。
それだから「敢えて賢こかれ！ (Sapere aude)（１）」、「自分自
身の悟性を使用する勇気をもて！」――これがすなわち啓蒙
の標語である。

＊啓蒙＝Aufklärung 無知蒙昧な状態を啓発して教え導くこと

＊悟性＝Verstand 論理の規則に従って思考する能力 （広辞苑）

【出典：カント著、篠田英雄訳『啓蒙とは何か 他四篇』（1950年、岩波文庫）】
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民主主義とシティズンシップ教育

日本国憲法 前文

「 －－－－－ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。
そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に
由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを
享受する。 」

国民

＝ 主権者として為政者を監視し、その政治および行政運営に過誤や非違が有ると判
断した場合には、自らその責任を追及するとともに、それらの政策を是正する。

シティズンシップ教育

→ 「国民が主権者である」との基本的考え方の下に、国民の自覚を促し、国民の政
治や社会への参加を促すようなもの――すなわち、民主主義の下での「主権者教
育」でなければならない。

民主主義とは？

民主主義の本質

＝ 「社会の各層での討論を経て意見が集約され

てくる過程にある。」（バーカー）

→ 野党の反対意見も含めた「討論」によって結論

を求めようとするということがなければ、たとえ多

数決によって結論を出したとしても、それは専制的

な「多数支配」にすぎず、民主主義とはいえない。
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討論民主主義

「討論による民主主義」

単なる話合い（discussion）だけでは不十分。

→ 『肯定側』と『否定側』の２つに分かれて、徹底的に分析
し、意見を戦わせる議論（debate）が必要。

→ 十分な討論（「argument」）能力が不可欠

（植田一三・妻鳥千鶴子『英語で意見を論理的に述べる 技術とトレーニング』
（2004年、ベレ出版））

高校生向け副教材
『私たちが拓く日本の未来』 （実践編P.32）

【出典：総務省ＨＰ「 選挙・政治資金 > 選挙 > ニュース一覧＜投票制度・選挙制度・啓発その他＞ > 選挙権年齢の引下げについて >
高校生向け副教材「私たちが拓く日本の未来」について」（平成27年9月）】
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討論（「argument」）能力

討論能力
＝ 「議論」において「根拠」を前提に、論拠（理由）を挙げて、自
らの意見を論理的に主張する」能力

【出典：拙著「ネット社会におけるメディアと民主主義 『ネット集合知』の活用と討論（『argument』）」
（早稲田大学メディア文化研究所 『メディアの将来像を探る』（一藝社、2014年２月））】

（ 井上奈良彦『ディベート入門』（2011年改訂、九州大学HP））
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ドイツ「ボイテルスバッハ・コンセンサス」（1976年）
政治教育３原則

① 生徒を圧倒することの禁止（教師は自分の考えを生徒に押しつけてはな
らない）

② 学問的、政治的に論争がある事柄は、論争があるものとして伝えなけれ
ばならない

③ 政治教育は生徒一人ひとりが自分の関心や利害に基づいて、政治に影
響を与えることができるような能力を身につけさせる

「生徒が意識していない問題、無意識のうちにタブー化している論点を意識的に取り
上げ、常に教室の中に対立軸がある状態を保つことが重要だと考えられて」おり、
「場合によっては、教師が特定の政治的な立場をとり、生徒に対して自分の意見を表
明することになる」 （近藤2005）

【出典：近藤孝弘『ドイツの政治教育 成熟した民主社会への課題』（2005年、岩波書店）】
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ドイツの政治教育ナショナル・スタンダード
① 政治的判断能力

1. 自分にとって政治的な意思決定が持つ重要性を認識する能力。
2．複雑な政治問題を構造的に把握し、そのうえで中心的な論点を取り出す能力。
3．政治を多面的に、具体的にはその内容的側面 （policy）、制度的側面（polity）、過
程の側面（politics）から見る能力。
4．個々の政治的決定の意図しない結果を問う能力。
5．個々の政治的決定が経済的-社会的、または国家的-ヨーロッパ的-世界的次元でも
つ意味を問う能力。
6．日々の政治的対立を、中長期的な政治的-経済的-社会的視点から分析する能力。
7．政治・経済・社会・法における具体的な諸問題を、現在および過去の政治思想と関
連づけて理解し、自分自身の理解と比較する能力。
8．現実の政治的問題や決定を、民主主義の基礎的価値と関連づけ、批判的に考察す
る能力。
9．メディアが政治を演出する論理とメカニズムを分析する能力。

（2003年、「政治教育学および青少年・成人政治教育のための学会」）

【出典：近藤孝弘『ドイツの政治教育 成熟した民主社会への課題』（2005年、岩波書店）P.85～】
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ドイツの政治教育ナショナル・スタンダード
②政治的行為能力 と③方法的能力

＜②政治的行為能力 ＞
1. 自分の政治的意見をたとえ少数派であっても客観的かつ説得力のある形で主張す
る能力。

2．政治的対立の持つ緊張に耐え、また場合によっては妥協する能力。
3．投書やウエブサイトなどのメディアを利用して政治的‐経済的‐社会的問題について
意見を述べる能力。

4．自らの消費行動について反省的に振り返る能力。
5．他者の視点に立って考える能力。
6．文化的・社会的多様性を尊重し、差異に対して寛容かつ批判的に考える能力。
7．政治経済情勢を視野に入れて自らの経済的展望を持つ能力。
8．学校を含む様々な社会的状況の中で、自らの利害を認識する能力。
9．様々な社会的状況において、効果的に行動する能力。

＜③方法的能力＞
文章や図表等の読解力、作業におけるスケジュール管理能力、集団で協力して作業を進め
る能力、メディア活用能力、インタヴューやアンケート調査を行う能力など

（2003年、「政治教育学および青少年・成人政治教育のための学会」）
【出典：近藤孝弘『ドイツの政治教育 成熟した民主社会への課題』（2005年、岩波書店）P.85～】
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イギリスのシティズンシップ教育

2002年、中等教育のカリキュラムにシティズンシップ教育を導
入

学校における政治教育の鍵は「争点を知る」ことにあるとし、
単なる制度や仕組みの学習ではなく、時事的・論争的な問題に
関する意見の発表や討論を中心に、対立を解決するためのス
キルを身につけることを目的とした教育が行われている。

（総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書）

【出典：総務省ＨＰ「広報・報道 > 報道資料一覧 > 「常時啓発事業のあり方等研究会」「最終報告書の公表」（平成24年1月10日）】

12

アメリカのシティズンシップ教育

時事問題に関する争点学習が政治教育の基本と考えられて
おり、子どもたちは、時事的なテーマについて自らマスメディア
からの情報を収集し、賛成・反対の立場を明確にしてディベート
を行う教育が実践されている。

（総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書）

【出典：総務省ＨＰ「広報・報道 > 報道資料一覧 > 「常時啓発事業のあり方等研究会」「最終報告書の公表」（平成24年1月10日）】
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高校生向け副教材

『私たちが拓く日本の未来』 （実践編P.38）

【出典：総務省ＨＰ「 選挙・政治資金 > 選挙 > ニュース一覧＜投票制度・選挙制度・啓発その他＞ > 選挙権年齢の引下げについて >
高校生向け副教材「私たちが拓く日本の未来」について」（平成27年9月）、「私たちが拓く日本の未来」（生徒用副教材）実践編】

14

主権者教育

総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書概要

【出典：総務省ＨＰ「広報・報道 > 報道資料一覧 > 「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書の公表」（平成24年1月10日）「概要（別添１）」】
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主権者教育

教育基本法14条②と政治的中立性

【出典：総務省ＨＰ「広報・報道 > 報道資料一覧 > 「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書の公表」（平成24年1月10日）「概要（別添１）」】

「 同条第２項が『法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治
教育その他政治活動をしてはならない』と政治的中立を要請していること等から、学校の政治教
育には過度の抑制が働き、十分に行われてこなかった。

小学校、中学校、高校とも政治・選挙に関する教育の時間は限られており、政治や選挙の仕組
みは教えても、選挙の意義や重要性を理解させたり、社会や政治に対する判断力、国民主権を担
う公民としての意欲や態度を身につけさせるのに十分なものとはなっていない。特に、政治的中
立性の要求が非政治性の要求と誤解され、政治的テーマ等を取り扱うこと自体が避けられてきた
傾向にある。

（総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」最終報告書より抜粋）

＊ 教育基本法（平成18年12月22日法律第120号）

（政治教育）
第14条 良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない。
２ 法律に定める学校は、特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治教育その他政治的活動をして

はならない。
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文部科学省「高等学校等における政治的教養の
教育と高等学校等の生徒による政治的活動等
について（通知）」（平成27年10月29日）

【出典：文部科学省ＨＰ「政策・審議会 > 告示・通達 > 告示・通達（か行） > 
高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による政治的活動等について（通知）」】

3．指導に当たっては、学校が政治的中立性を確保しつつ、現実の具体的な政治的事象も取り扱
い、生徒が有権者として自らの判断で権利を行使することができるよう、より一層具体的かつ実践
的な指導を行うこと。

また、現実の具体的な政治的事象については、種々の見解があり、一つの見解が絶対的に正し
く、他のものは誤りであると断定することは困難である。加えて、一般に政治は意見や信念、利害の
対立状況から発生するものである。そのため、生徒が自分の意見を持ちながら、異なる意見や対
立する意見を理解し、議論を交わすことを通して、自分の意見を批判的に検討し、吟味していくこと
が重要である。したがって、学校における政治的事象の指導においては、一つの結論を出すよりも
結論に至るまでの冷静で理性的な議論の過程が重要であることを理解させること。

さらに、多様な見方や考え方のできる事柄、未確定な事柄、現実の利害等の対立のある事柄等
を取り上げる場合には、生徒の考えや議論が深まるよう様々な見解を提示することなどが重要であ
ること。

その際、特定の事柄を強調しすぎたり、一面的な見解を十分な配慮なく取り上げたりするなど、
特定の見方や考え方に偏った取扱いにより、生徒が主体的に考え、判断することを妨げることのな
いよう留意すること。また、補助教材の適切な取扱いに関し、同様の観点から発出された平成27年
3月4日付け26文科初第1257号「学校における補助教材の適正な取扱いについて」にも留意するこ
と。
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高校生向け副教材

『私たちが拓く日本の未来』（実践編P.100）

【出典：総務省ＨＰ「 選挙・政治資金 > 選挙 > ニュース一覧＜投票制度・選挙制度・啓発その他＞ > 選挙権年齢の引下げについて >
高校生向け副教材「私たちが拓く日本の未来」について」（平成27年9月）】

選挙運動規制改革の必要性

• 従来いわれてきた理由

選挙運動を無制限に認めると財力や権力によって選挙がゆがめられるおそれが
ある。選挙の公平、公正を期するためには、選挙運動に一定のルールを設けること
が必要。

• しかし、現在のように選挙運動を過度に制限することは、

① 選挙人に候補者の情報を提供するという選挙運動の重要な機能を阻

害する。

② 選挙運動や政治活動そのものを萎縮させ、その結果、新人候補者の

当選を難しくする。

など、逆に、日本の選挙をゆがめているのではないか。

→ 参照：市民政調 ・片木淳共著『公職選挙法の廃止――

さあはじめよう市民の選挙運動 』 （2009年、生活社）
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選挙運動規制・当面の主要改革課題

（１） 戦後一貫して短縮されてきた選挙運動期間の延長

（２） 文書図画による選挙運動の自由化

マニフェストにかかるパンフレット・ビラ等に関しては一部認められるように
なった （2003年・2007年公職選挙法改正）。ただし、地方議員選挙には認め
られていない。

（３） 戸別訪問の自由化

（４） 立会演説会の復活と第３者主催を含めた演説会の自由化

（５） インターネットによる選挙運動

2013年公職選挙法改正により解禁、ただし、一般人のメールによるものは
なお禁止。

結論

主権者教育＝民主主義を教える

↓

① 現実の政治上の意見の対立を前提に、
② 民主主義的な議論のための実践的な討論能力の育成
を中心に据え、
③ 「学問的、政治的に論争がある事柄は、論争があるも
のとして伝え」、
④ 「常に教室の中に対立軸がある」ことを重視することに
より、

「生徒一人ひとりが自分の関心や利害に基づいて、政治に影響を与えるこ
とができるような能力を身につけさせる」。
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